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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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経常収支比率の分析：

　 前年度に比較して１．０ポイント改善したが、類似団体平均より高い水準となっている。歳入面では市税が大幅に落ち込んだものの、地
方交付税が伸びたことで経常一般財源が微減にとどまり、歳出面では職員給などの人件費，補助費等及び公債費にて必要となる経常的な一

般財源が減となったことによる。今後も策定している財政運営適正化計画に沿った人件費の抑制、内部事務の効率化、公債費の適正化、事

務事業の見直し、公営企業の経営健全化による繰出金の削減など、引き続き経常経費の圧縮に努める。

人件費及び人件費に準ずる費用の分析：

　人件費については、平成１６年度から３年間の退職者不補充の実施による職員減員により、類似団体平均に対し低い水準である。また臨

時職員の賃金や一部事務組合の人件費分に充てる負担金といった人件費に準ずる費用を合計した場合の人口１人当たりの歳出決算額も、類

似団体平均をやや下回っている。今後もこれらも含めた人件費関係経費全体について、適正水準を維持するよう努める。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析：

　公債費については、財政運営適正化計画に従い起債額の上限を１５億円に定める等地方債残高の縮減に努めた結果、類似団体平均に対し

て低い水準の傾向が続いている。公債費に準ずる費用も含めた場合には、類似団体平均と比較して高い水準となっている主な要因は、一部

事務組合や下水道事業会計への繰出金に占める公債費及び国営笠岡湾干拓事業の償還金が、財政規模に対して多額なためである。今後も公

営企業等を含めて公債費の適正化に努める。

 補助費等の分析：
　病院事業会計への補助金（事務及び負担金分）、並びに一部事務組合の維持管理等による負担金が多額なため、類似団体間、全国市町村

の平均に対し大幅に高い水準にある。病院事業の健全化を進めるとともに，各種補助金の見直しなどを行い，適切な支出に努める。

 普通建設事業費の分析：
　財政運営適正化計画に従い、事業の精査、起債額の上限設定を行い事業費の削減に努めた結果、平成１６年度から類似団体平均より大幅

に低い水準である。今後も引き続き事業の精査に努め、財政規模に対して適正な事業実施に努める。

その他の分析：
　経常収支比率のうち、その他に係る割合が類似団体を大きく上回っているのは、財政規模に比較して下水道事業への繰出金が多額なためである。
また、給付費の増加に伴い介護保険事業会計への繰出額も年々増加傾向にある。下水道事業については、公営企業の独立採算制等の負担区分原
則に立ち返り、料金等の適正化による健全化を図ることにより普通会計の負担を適正額へと抑制していくように努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 3,625,701 66,249 74,514 ▲ 11.1
賃金（物件費） 335,903 6,138 4,084 50.3
一部事務組合負担金（補助費等） 639,454 11,684 6,464 80.8
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 90,509 1,654 876 88.8
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 6 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 198,067 3,619 3,111 16.3
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 73,649 1,346 1,634 ▲ 17.6
▲退職金 ▲ 558,705 ▲ 10,209 ▲ 9,216 10.8
合計 4,404,578 80,481 81,473 ▲ 1.2

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 6.85 7.95 ▲ 1.10
ラスパイレス指数 99.9 97.8 2.1

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

2,662,383 48,648 49,923 ▲ 2.6

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 36 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 1,310,275 23,942 13,517 77.1
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

628,339 11,481 3,931 192.1

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

298,074 5,446 1,765 208.6

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 26 -

▲特定財源の額 ▲ 475,427 ▲ 8,687 ▲ 5,190 67.4
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 2,475,707 ▲ 45,237 ▲ 37,153 21.8

合計 1,947,937 35,593 26,854 32.5

※実質公債費比率については1月31日現在の数値
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歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 岡山県 笠岡市

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

2,252,651 39,266 ▲ 7.3 59,039 ▲ 1.6 ▲ 5.7

うち単独分 1,161,177 20,240 ▲ 4.3 34,986 ▲ 0.4 ▲ 3.9

2,405,290 42,460 8.1 52,453 ▲ 11.2 19.3

うち単独分 1,255,096 22,156 9.5 30,509 ▲ 12.8 22.3

1,893,761 33,850 ▲ 20.3 48,408 ▲ 7.7 ▲ 12.6

うち単独分 1,062,923 18,999 ▲ 14.2 26,937 ▲ 11.7 ▲ 2.5

1,781,362 32,306 ▲ 4.6 49,774 2.8 ▲ 7.4

うち単独分 905,011 16,413 ▲ 13.6 26,739 ▲ 0.7 ▲ 12.9

1,866,128 34,098 5.5 58,009 16.5 ▲ 11.0

うち単独分 1,209,574 22,102 34.7 32,190 20.4 14.3

過去５年間平均 2,039,838 36,396 ▲ 3.7 53,537 ▲ 0.2 ▲ 3.5

うち単独分 1,118,756 19,982 2.4 30,272 ▲ 1.0 3.4
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